
資料１
大分県環境審議会の概要

１ 根拠法等

・環境基本法

・水質汚濁防止法

・自然環境保全法

・大分県環境審議会条例

２ 目 的

・県内の環境の保全に関して、基本的事項を調査審議する。

・県内の公共用水域及び地下水の水質の汚濁の防止に関する重要事項の調査審議

をする。

・県内の自然環境の保全に関する重要事項を調査審議する。

・温泉法、鳥獣保護及び狩猟の適正化に関する法律の規定により権限が属する事

項を調査審議する。

３ 経 緯

昭和４１年 大分県公害対策審議会として発足

平成 ６年 大分県環境審議会となる

平成１８年 大分県自然環境保全審議会と統合

４ 構 成

委員数 委員４５名 特別委員５名

部会数 ６部会 総合政策部会（担当課 うつくし作戦推進課）

水質部会 （担当課 環境保全課）

自然環境部会（担当課 自然保護推進室）

温泉部会 （担当課 自然保護推進室）

鳥獣部会 （担当課 森との共生推進室）

環境緑化部会（担当課 森との共生推進室）

５ 運営方法

大分県環境審議会運営要綱に規定し、部会での審議・決議を基本とする。

６ 委員の任期

平成２８年１２月１日～平成３０年１１月３０日（２年間）

７ 審議会の庶務

生活環境部うつくし作戦推進課が担当する。



○大分県環境審議会条例

（平成六年七月八日 大分県条例第十五号）

(趣旨)

第一条 この条例は、環境基本法(平成五年法律第九十一号)第四十三条第二項及び

水質汚濁防止法(昭和四十五年法律第百三十八号)第二十一条第二項並びに自然環

境保全法(昭和四十七年法律第八十五号)第五十一条第三項の規定に基づき、環境

基本法第四十三条第一項及び自然環境保全法第五十一条第一項の審議会その他の

合議制の機関(以下「審議会」という。)の組織及び運営に関し必要な事項を定め

るものとする。

(名称)

第二条 審議会の名称は、大分県環境審議会とする。

(組織)

第三条 審議会は、委員四十五人以内で組織する。

2 委員は、学識経験のある者のうちから、知事が任命する。

(特別委員)

第四条 審議会に、委員とともに水質汚濁防止法第二十一条第一項の事務(以下「水

質汚濁防止法の事務」という。)を行わせるため、特別委員若干人を置く。

2 特別委員は、国の関係地方行政機関の長又はその指名する職員のうちから、知

事が任命する。

(委員等の任期)

第五条 委員及び特別委員(以下この条において「委員等」という。)の任期は、二

年とする。ただし、補欠の委員等の任期は、前任者の残任期間とする。

2 委員等は、再任されることができる。

(会長及び副会長)

第六条 審議会に会長及び副会長二人を置き、委員の互選によって定める。

2 会長は、審議会を代表し、会務を総理する。

3 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、

会長があらかじめ指定した順序によりその職務を代行する。

(会議)

第七条 審議会の会議は、会長が招集し、会長が議長となる。

2 審議会の会議は、委員(審議会が水質汚濁防止法の事務を行う場合にあっては、

特別委員を含む。次項において同じ。)の半数以上が出席しなければ、開くことが

できない。

3 審議会の議事は、出席した委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、議

長の決するところによる。



(部会)

第八条 審議会は、その定めるところにより、部会を置くことができる。

2 部会に属すべき委員は、会長が指名する。

3 特別委員は、水質汚濁防止法の事務を行う部会を置く場合には、前項の規定に

よって指名された委員とともに当該部会を組織するものとする。

4 部会に部会長を置き、部会に属する委員の互選により定める。

5 部会長に事故があるとき、又は部会長が欠けたときは、部会に属する委員のう

ちから、部会長があらかじめ指名する委員が、その職務を代行する。

6 部会の会議は、会長が招集し、部会長が議長となる。

7 第五条第二項並びに前条第二項及び第三項の規定は、部会について準用する。

8 審議会は、その定めるところにより、部会の決議をもって審議会の決議とする

ことができる。

(専門委員)

第九条 審議会に、専門の事項を調査するため必要があるときは、専門委員を置く

ことができる。

2 専門委員は、学識経験のある者のうちから、会長の意見を聴いて、知事が任命

する。

3 専門委員は、当該専門の事項に関する調査が終了したときは、解任されるもの

とする。

(意見の聴取及び資料の提出の請求等)

第十条 審議会は、その所掌事務を遂行するため必要があるときは、関係者に対し、

資料の提出、意見の開陳、説明その他必要な協力を求めることができる。

(幹事)

第十一条 審議会に、幹事を置く。

2 幹事は、県職員のうちから、知事が任命する。

3 幹事は、会長の命を受け、審議会の所掌事務について、委員、特別委員及び専

門委員を補佐する。

(庶務)

第十二条 審議会の庶務は、生活環境部において処理し、部会に関する庶務は、そ

れぞれ関係の部において処理する。

(委任)

第十三条 この条例に定めるもののほか、審議会の組織及び運営について必要な事

項は、規則で定める。

附 則

（略）



大分県環境審議会運営要綱

（趣旨）

第一条 この要綱は、大分県環境審議会条例施行規則第四条の規定により、大分県環境

審議会（以下「審議会」という。）の運営に関し必要な事項を定めるものとする。

（議事録）

第二条 審議会の議事については、次の事項を記載した議事録を作成し、議長が指名し

た委員二人が署名するものとする。

一 会議の日時及び場所

二 出席した委員の氏名

三 会議の経過及び議決の内容

（部会）

第三条 大分県環境審議会条例第八条第一項の規定により、審議会に次の部会を置く。

一 総合政策部会

二 水質部会

三 自然環境部会

四 温泉部会

五 鳥獣部会

六 環境緑化部会

２ 部会の審議事項は別表の定めるところによる。

３ 会長は、必要と認めるときは、二以上の部会を合同して開くことができる。

４ 前条の規定は、部会について準用する。

（諮問の付託）

第四条 会長は、知事の諮問を受けた場合は、当該諮問を部会に付託することができる。

２ 前項の規定にかかわらず、前条第二項で定める審議事項については、会長の付託があ

ったものとみなす。

（部会の決議）

第五条 部会の決議は、審議会の決議とする。ただし、必要に応じて、決議の内容を会

長に報告する。

２ 前項の決議を行った部会の部会長は、当該決議について、総合政策部会に報告するも

のとする。

（会長等への委任）

第六条 この要綱に定めるもののほか、審議会及び部会の議事その他運営に関し、必要な

事項は、会長又は部会長が審議会又は部会に諮って決める。

附 則

この要綱は、平成七年三月二十二日から施行する。

この要綱は、平成十八年四月一日から施行する。

この要綱は、平成二十二年二月四日から施行する。

この要綱は、平成二十七年九月十八日から施行する。



別表

部 会 名 所 掌 事 務

総合政策部会 １ 環境の保全の基本的事項に関すること。

２ 環境基本計画の策定、実施状況の点検・評価に関すること。

３ 前２号に掲げるもののほか、審議会の所掌事務で他の部会の所掌に属しない

事項に関すること。

水質部会 １ 水質環境基準の水域類型へのあてはめに関すること。

２ 上乗せ排水基準の設定に関すること。

３ 総量削減計画の策定に関すること。

４ 総量規制基準の設定に関すること。

５ 測定計画の策定に関すること。

６ 指定湖沼の指定の申出等に関すること。

７ 湖沼水質保全計画の策定に関すること。

８ 指定湖沼の水質を保全するための規制基準の設定に関すること。

９ 特定水道利水障害の防止のための水道水源水域の水質保全計画の策定に関す

ること。

自然環境部会 １ 自然環境保全法、大分県自然環境保全条例に定める県自然環境保全地域の指

定等に関すること。

２ 瀬戸内海環境保全特別措置法、大分県自然海浜保全地区条例に定める自然海

浜保全地区の指定等に関すること。

３ 自然公園法、大分県立自然公園条例に定める県立自然公園の指定、公園計画

及び公園事業の決定等に関すること

４ 前３号に掲げるもののほか、自然環境の保全にかかる重要事項に関すること。

温泉部会 １ 温泉を湧出させる目的で、土地を掘削使用とする場合の許可又は不許可の処

分に関すること。

２ 温泉の湧出路を増掘し、又は温泉の湧出量を増加させるために動力を装置し

ようとする場合の許可又は不許可の処分に関すること。

３ 土地掘削等の許可を取り消し、又は公益上必要な措置を命ずること。

４ 温泉源保護のため、温泉採取の制限を命ずること。

５ 前各号に掲げるもののほか、温泉行政にかかる重要事項に関すること。

鳥獣部会 １ 鳥獣保護管理事業計画の樹立及び変更に関すること。

２ 第１種特定鳥獣保護計画及び第２種特定鳥獣管理計画の樹立及び変更に関す

ること。

４ 狩猟鳥獣の捕獲等の禁止及び制限に関すること。

５ 狩猟期間の延長に関すること。

６ 狩猟鳥獣の捕獲等の禁止及び制限の解除に関すること。

７ 鳥獣保護区の指定（拡張を含む。）に関すること。

８ 特別保護地区の指定（拡張を含む。）に関すること。

環境緑化部会 １ 県緑化基本計画の策定に関すること。

２ 県緑化地域の指定に関すること。



○　委　　　員 （五十音順）

１ 足 利 由紀子 NPO法人「水辺に遊ぶ会」理事長

２ 足 立 高 行 ＮＰＯ法人「おおいた生物多様性保全センター」理事長

３ 安 達 由美子 おおいたＡＦＦ女性ネットワーク会長

４ 穴 井 豊 水 大分県樹苗生産農業協同組合代表理事副組合長

５ 諌 山 知代美 亀山亭ホテル

６ 泉 一 徳 大分県みどりの少年団育成連絡協議会長

７ 井 上 雅 公 (一社)大分県医師会常任理事

８ 今 村 正 治 立命館アジア太平洋大学副学長

９ 岩 﨑 泰 也 大分県森林組合連合会代表理事会長

１０ 内 田 健 弁護士

１１ 大 上 和 敏 大分大学教育福祉科学部准教授

１２ 大久保 章 子 自然保護団体「であいねっとわーくともだち」代表

１３ 大 沢 信 二 京都大学大学院理学研究科附属地球熱学研究施設教授

１４ 奥 城 朝惠子 社団法人大分県地域婦人団体連合会副会長

１５ 鬼 塚 隆 子 ＮＰＯ法人「グリーンインストラクターおおいた」理事長

１６ 兼 板 佳 孝 大分大学医学部公衆衛生・疫学講座教授

１７ 笠 木 梨 恵 日本労働組合総連合会大分県連合会女性委員会幹事

１８ 川 野 智 美 九重ふるさと自然学校代表

１９ 川 畑 宏 二 大分森林管理署長

２０ 河 原 武 九州地方環境事務所統括自然保護企画官

２１ 衣 本 太 郎 大分大学工学部助教

２２ 久壽米木 洋 子 大分県薬剤師会理事

２３ 郷 司 信 義 日本野鳥の会大分県支部国東地区支部長

２４ 小 斉 和 代 大分県商工会議所女性会連合会大分商工会議所女性会理事

２５ 後 藤 政 子 大分県商工会女性部連合会会長

２６ 後 藤 美 鈴 旅館入舟荘（かんなめ会代表）

２７ 佐 藤 智恵里 大分県獣医師会／ハーネス動物病院院長

２８ 重 本 悟 公益財団法人森林ネットおおいた理事長

２９ 杉 浦 嘉 雄 日本文理大学工学部教授

３０ 高 見 徹 大分工業高等専門学校准教授

３１ 竹 村 恵 二 京都大学大学院理学研究科附属地球熱学研究施設教授

３２ 田 中 平 株式会社大分マリーンパレス取締役常務執行役員館長

３３ 冨 田 能 範 一般社団法人大分県猟友会会長

３４ 永 野 昌 博 大分大学教育福祉科学部准教授

３５ 新 田 博 之 大分県工業倶楽部会長(新日鐵住金(株) 大分製鐵所長)

３６ 羽 野 忠 大分大学名誉教授

３７ 姫 野 由 香 大分大学工学部助教

３８ 藤 本 昭 夫 姫島村長

３９ 牧 野 直 樹 九州大学名誉教授

４０ 松 本 佳 織 弁護士

４１ 森 﨑 澄 江 公益社団法人ガールスカウト大分県連盟連盟長

４２ 山 下 博 美 立命館アジア太平洋大学アジア太平洋学部准教授

４３ 由 佐 悠 紀 京都大学名誉教授

４４ 若 林 正 夫 大分地方気象台長

４５ 綿 末 し の ぶ 大分県環境教育アドバイザー/環境カウンセラー

○　特別委員（水質部会：水質汚濁防止法関係）

氏　　名 所　　　　　　　属

１ 片 桐 薫 九州農政局生産部長

２ 阿由葉 信 一 九州経済産業局資源エネルギー環境部長

３ 小 平 卓 九州地方整備局企画部長

４ 横 田 信 治 大分海上保安部長

５ 向 井 寛 昌 九州産業保安監督部産業保安監督管理官

氏　　名 所 属 ・ 職 名 等


